
（単位：％）
令 和 ８ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額

増 減 増 減 率

Ａ B Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ

１８６億７，９７８万円 ８億９，２９０万円 ４．８ 

△１．２ 

３０億２，３８５万円 １億６，８７３万円 ５．６ 

７億２，２８５万円 △１，３８７万円 △１．９ 

皆減 

１，０５８万円 △３０万円 △２．８ 

１５億６，３０８万円 △８，３７７万円 △５．４ 

７．５ 

１１億９，２２１万円 △６，６２３万円 △５．６ 

２億４，４２０万円 ５，５６７万円 ２２．８ ２億９，９８６万円

　　　　０万円

１４億７，９３０万円

３１億９，２５８万円

１１２億３，８６０万円 ８億４，６４７万円 

　　５５４万円 △５５４万円 

６億７，８８６万円 △８２７万円 

介 護 保 険 特 別 会 計

合 計

１，０２９万円

下 水 道 事 業 （ 企 業 ） 会 計 ７億　　８９９万円

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 １１億２，５９９万円

水 道 事 業 （ 企 業 ） 会 計

病 院 事 業 （ 企 業 ） 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

令和８年度の予算の概要

会 計 区 分

　３月開会の赤平市議会第1回定例会において令和８年度の各会計予算が可決されました。
　新年度の予算においても、効率・効果的な予算編成に努めました。令和８年度は、「第６次赤平市総合
計画」の各施策の基本方針に基づき、エルム高原施設改修事業（保養センター大規模改修ほか）、道路
整備（市道３路線の改良舗装、道路照明の長寿命化工事ほか）、住宅整備（長寿命化計画による改修ほ
か）、空調設備の整備（公共施設２か所、町内会館等１４か所にエアコンを設置）、ＤＸの推進（システム化
による出退勤管理、ペーパーレス化の推進ほか）、企業誘致対策として企業進出意向調査の実施、出産・
子育て世帯への支援、さらに学校給食費の無償化や高等学校等通学費等助成事業などを計上しました。

一 般 会 計

（計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります）

用 地 取 得 特 別 会 計

１２０億８，５０７万円

介 護 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計

６億７，０６０万円

１９５億７，２６８万円



（単位：％）

令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

（計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります）

３，０００万円 ０．０ 

６，３４２万円 ７．０ 

１４億４，５５０万円 ２４．６ 

１，９３２万円 ２２．６ 

８億　　１００万円 ２５．０ 

９億２，０６７万円 １８．６ 

３億　　　３３万円 △５．３ 

１２億７，９７８万円 △１４．２ 

３億６，９３３万円 １０．４ 

４８億７，８３２万円 ３．５ 

　　　７０万円 ０．０ 

２，５９９万円 ７．５ 

２億６，４９９万円 ２０．７ 

　　８４２万円 皆減 

　　５３９万円 １５．３ 

　　２７３万円 ３１．４ 

　　３６２万円 １９．４ 

２，４９２万円 １．１ 

△３．０ ６，７７７万円 

６．３ ７億２，５５６万円 

　　　８５万円 ３１７．５ 

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 　　　７０万円 ０．０

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 消 費 税 交 付 金 ３億１，９８９万円 ２．６

０．０

地 方 特 例 交 付 金 　　６２１万円

構 成 比 増 減 率区 分

一般会計予算の内訳（歳入）

　前年度と比較し、国の定額減税制度の影響などにより個人住民税が５，３３０万円増加、法人
市民税が２５４万円減少、環境性能割の廃止の影響により軽自動車税が８４万円減少、市税全
体で４，５７０万円の増加となりました。地方交付税は国の地方財政計画の結果などにより１億
７，１６４万円の増加となり、一般財源の財源対策として財政調整基金より３億６，３７３万円、市
債の償還のため減債基金より２億９，３６３万円を繰入れることとしました。

市 税 ７億７，１２６万円 ６．４

地 方 譲 与 税 ６，５７３万円 ０．５

利 子 割 交 付 金 　　３５５万円 ０．０

　　３５９万円 ０．０

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 　　４３３万円 ０．０

法 人 事 業 税 交 付 金 ２，５１９万円 ０．２

配 当 割 交 付 金

０．１

地 方 交 付 税 ５０億４，９９５万円 ４１．８

環 境 性 能 割 交 付 金 　　　　０万円

２，７９４万円 ０．２

使 用 料 及 び 手 数 料 ２億８，４３３万円 ２．４

国 庫 支 出 金 １０億９，８３５万円 ９．１

道 支 出 金 ４億　　７７３万円 ３．４

財 産 収 入 ２，３６９万円 ０．２

寄 附 金 １０億　　１００万円 ８．３

繰 入 金 １０億９，１９７万円 ９．０

繰 越 金 ３，０００万円 ０．３

諸 収 入 ６，７８６万円 ０．６

１１２億３，８６０万円 ７．５ 

市 債 １８億　　１８０万円 １４．９

総 合 計 １２０億８，５０７万円 １００．０



※　用語解説

市 税
市民税や固定資産税・軽自動車税など、市民のみなさまに納めていただく税
金です。

地方消費税交付金 地方消費税（道税）のうち、市に交付される資金です。

地 方 交 付 税
地方公共団体の財政不均衡を是正し、必要な財源を保障するため、国から
地方公共団体に対して交付される資金です。国税のうち、所得税・法人税・酒
税・消費税の一部、地方法人税の全額が充てられます。

分担金及び負担金 老人ホームなどに入所されている方に負担していただくものです。

使用料及び手数料
市の施設などを利用された方や、サービスの提供を受けられた方に納めてい
ただくものです。

国 庫 支 出 金
国が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称です。国庫負担
金・国庫補助金・国庫委託金などがあります。

道 支 出 金 北海道が使途を特定して地方公共団体に交付する資金です。

繰 入 金 基金などから繰入れる資金です。

市 債
地方公共団体が歳入の不足を補うために金銭を借入れることによって負う債
務のうち、償還期間が一会計年度を超えるものをいいます。

そ の 他 地方譲与税・各交付金・財産収入・諸収入などがあります。



○目的別とは、歳出を行政分野ごとに分類したもの。 （単位：％）

令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

（計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります）

１３億９，４７７万円 ７．３ 

２，０００万円 ０．０ 

１１２億３，８６０万円 ７．５ 

３億９，９８９万円 １４．７ 

１３億７，７６１万円 △１．９ 

１４億７，３５７万円 ６．８ 

２億８，４６７万円 ４７３．８ 

１４億　　４１１万円 △２８．４ 

３億８，６４５万円 ６．１ 

５億６，４４９万円 △１．６ 

　　３１２万円 ０．７ 

１億１，３２９万円 ３６．３ 

△２５．１ １９億　　３２１万円 

△１２．８ ６，７２４万円 

１８億４，６２０万円 ５．０ 

一般会計予算の内訳　（目的別歳出）

　前年度と比較し、農林水産業費は、農業物価高騰対策支援、熊対策などにより４，１１０万円
増加、商工費は、中小企業等物価高騰対策支援、エルム高原施設費は保養センター大規模
改修などにより１３億４，８７９万円増加、諸支出金は、病院事業会計繰出金、下水道事業会計
繰出金などにより１億５５万円の増加となりました。

区 分 構 成 比 増 減 率

議 会 費 ５，８６１万円 ０．５

総 務 費 １４億２，５７３万円 １１．８

民 生 費 １９億３，８１１万円 １６．０

衛 生 費 ５億５，５６１万円 ４．６

労 働 費 　　３１４万円 ０．０

農 林 水 産 業 費 １億５，４３９万円 １．３

商 工 費 １６億３，３４５万円 １３．５

土 木 費 １０億　　４９３万円 ８．３

消 防 費 ４億１，０００万円 ３．４

教 育 費 ４億５，８６３万円 ３．８

公 債 費 １３億５，１８８万円 １１．２

諸 支 出 金 １５億７，４１２万円 １３．０

職 員 給 与 費 １４億９，６４８万円 １２．４

予 備 費 ２，０００万円 ０．２

歳 出 合 計 １２０億８，５０７万円 １００．０



※　用語解説

議 会 費 市議会の運営に充てられる費用です。

総 務 費 企画政策や庁舎管理、戸籍事務、選挙などにかかる費用です。

民 生 費
体の不自由な方や高齢者・子どもなど、福祉の充実のためにかかる費用で
す。

衛 生 費 市民の健康管理やゴミ処理などにかかる費用です。

労 働 費 労働行政にかかる費用です。

農 林 水 産 業 費 農林水産業の振興・発展などにかかる費用です。

商 工 費 商工業の振興や企業立地、観光施設の整備などにかかる費用です。

土 木 費
道路や橋、公園の整備や改修、公営住宅の建て替えなどにかかる費用で
す。

消 防 費 消防や救急活動にかかる費用です。

教 育 費
幼稚園や小中学校などの学校教育や、社会教育、スポーツ振興などの充実
にかかる費用です。

職 員 給 与 費 市職員の給料・手当などにかかる費用です。

公 債 費 市が借りているお金を返済するための費用です。

そ の 他 諸支出金、災害復旧費などがあります。



○性質別とは、歳出を経済的性質を基準に分類したもの。 （単位：％）

令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

（計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります）

２，０００万円 ０．０ 

１１２億３，８６０万円 ７．５ 

２億　　　３３万円 △５．８ 

２，６６０万円 △１３．１ 

７億２，７５１万円 △０．７ 

４億　　９２０万円 ２３．７ 

１３億７，７６１万円 △１．９ 

３億１，４４０万円 ２９．４ 

１４億６，１６７万円 ６．１ 

１６億５，３９４万円 １１．７ 

９．８ １４億４，７２４万円 

５．７ １４億８，７７７万円 

２１億１，２３５万円 ９．１ 

区 分 構 成 比 増 減 率

一般会計予算の内訳　（性質別歳出）

　前年度と比較し、エルム高原施設改修事業などにより普通建設事業費が１億９，４２３万円、
人件費が８，５３１万円、物価高などの影響により物件費が１億４，１４６万円、生活保護費及び
障害者福祉費の増加等により扶助費が８，９７６万円の増加となりました。また、地方債及び企
業債の一部償還終了により公債費が２，５７３万円、投資及び出資金が１，１５８万円の減少と
なりました。

人 件 費 １５億７，３０８万円 １３．０

物 件 費 １５億８，８７０万円 １３．０

補 助 費 等 ２３億　　４３２万円 １９．１

扶 助 費 １５億５，１４３万円 １２．８

普 通 建 設 事 業 費 １８億４，８１７万円 １５．３

維 持 補 修 費 ５億　　６３４万円 ４．２

公 債 費 １３億５，１８８万円 １１．２

積 立 金 ４億　　６７８万円 ３．４

投 資 及 び 出 資 金 １億８，８７４万円 １．６

貸 付 金 ２，３１２万円 ０．２

歳 出 合 計 １２０億８，５０７万円 １００．０

繰 出 金 ７億２，２５３万円 ６．０

予 備 費 ２，０００万円 ０．２



※　用語解説

人 件 費
職員給与、会計年度任用職員・議員・特別職・各種委員会委員の報酬や社会
保険料などにかかる費用です。

物 件 費
旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地やコン
ピュータ機器の使用などにかかる費用です。

補 助 費 等
他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料などにかかる
費用です。

扶 助 費 生活保護、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉などにかかる費用です。

投 資 的 経 費
道路・橋・学校などの建設や、これらの施設用地取得など、資本形成にかか
る費用です。

維 持 補 修 費 道路や施設などの維持補修にかかる費用です。

積 立 金 基金への積立にかかる費用です。

繰 出 金 一般会計から特別会計や、企業会計へ繰出すための費用です。



　平成２６年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ、令和元年１０月１日より８％から１０％

へ引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に

要する経費に充てるものとされています。

　令和８年度赤平市一般会計予算における社会保障施策経費への充当事業については、下記のとおりです。

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳出】地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられる社会保障施策に要する経費

174,606千円

2,142,129千円

（単位：千円）

財源内訳

事　業　名
令和８年度 特定財源 一般財源

当初予算額
国庫支出金 道支出金 地方債 その他

引上げ分の地
方消費税交付

金
その他

社会福祉

障害者福祉事業 725,735 357,468 177,306 0 0 36,121 154,840

高齢者福祉事業 79,702 0 1,364 2,000 24,849 9,739 41,750

児童福祉事業 250,402 105,457 18,844 0 8,292 22,284 95,525

生活保護扶助事業 530,943 390,799 11,910 0 2,000 23,877 102,357

小計 1,586,782 853,724 209,424 2,000 35,141 92,021 394,472

保健衛生

健康増進事業 24,691 166 814 0 982 4,299 18,430

救急医療対策事業 3,800 0 0 0 0 719 3,081

予防対策事業 40,587 0 0 500 1,677 7,265 31,145

母子保健事業 3,422 1,142 80 0 1,704 94 402

小計 72,500 1,308 894 500 4,363 12,377 53,058

社会保険

国民健康保険
134,876 8,302 32,844 0 0 17,729 76,001

特別会計(繰出金)

介護保険
251,602 10,087 5,043 0 0 44,729 191,743

特別会計(繰出金)

後期高齢者医療
96,369 0 55,397 0 0 7,750 33,222

特別会計(繰出金)

2,500 39,504 174,606

小計 482,847 18,389 93,284 0 0

748,496

※　地方消費税交付金（社会保障財源分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当している。

70,208 300,966

合計 2,142,129 873,421 303,602


